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平成 29 年１月 20 日 

各      位 

会 社 名  日 本 水 産 株 式 会 社 

                                               代表者名  代表取締役社長執行役員 細見 典男 

コード番号 1332    

問合せ先  経営企画 IR 室長  根本 喜一 

（TEL．03－6206－7037） 

 
過年度に係る有価証券報告書等の訂正報告書の提出及び 

過年度に係る決算短信等の訂正に関するお知らせ 

 
 このたび、当社が過去に発表いたしました有価証券報告書、四半期報告書、決算短信、四半期

決算短信において訂正すべき事項がありましたので、過年度に係る有価証券報告書等の訂正報告

書を関東財務局へ提出するとともに、過年度に係る決算短信等についても一部訂正を行い、その

内容を開示いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 
記 

 
１．訂正の内容及び理由 

今般当社にて連結決算の中で繰延税金負債の内訳の確認を行っていたところ、過年度に係る繰

延税金負債の処理に誤りがあることが判明いたしました。 

当社の子会社であるNIPPON SUISAN (U.S.A.),INC.（以下、NSU）は2001年にGORTON’S INC.及

びBLUEWATER SEAFOODS INC.、2005年にKING&PRINCE SEAFOOD CORP.を買収し、これに伴いのれん

等が発生しましたが、米国会計基準では、会計上はのれん等を償却することが出来ませんでした。

一方、税務上は償却可能な場合があり、NSUでは税務における償却分を損金として税金計算を行い、

会計では税効果会計を適用して概ね15年間に亘り繰延税金負債を計上し税金費用（法人税等調整

額）を発生させることで会計と税務の処理を合致させてきました。 

一方、連結決算での会計処理では、2008年から在外子会社ののれんの償却が必要となり（実務

対応報告第18号「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」）、NSU

での会計処理とは別に、連結決算上においてのみ、のれん等の償却を開始しました。本来は、会

計上の償却に対応して、NSUにて計上している繰延税金負債を取り崩すことで税金費用を戻す必要

がありましたが、繰延税金負債の取崩額が過少になっておりました。 

今回の訂正は、税効果会計の検証手続の不足によって過大となっていた税金費用を戻すもので

あり、過年度に係る決算短信及び有価証券報告書等につき必要な訂正を行うことといたしました。 

 

２．訂正の対象となる有価証券報告書等及び決算短信等 
 
有価証券報告書 
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 第 97 期（自 平成 23 年４月１日 至 平成 24 年３月 31 日） 
第 98 期（自 平成 24 年４月１日 至 平成 25 年３月 31 日） 
第 99 期（自 平成 25 年４月１日 至 平成 26 年３月 31 日） 
第 100 期（自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日） 
第 101 期（自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日） 

 
四半期報告書 
第 97 期第１四半期（自 平成 23 年４月１日 至 平成 23 年６月 30 日） 
第 97 期第２四半期（自 平成 23 年７月１日 至 平成 23 年９月 30 日） 
第 97 期第３四半期（自 平成 23 年 10 月１日 至 平成 23 年 12 月 31 日） 

 第 98 期第１四半期（自 平成 24 年４月１日 至 平成 24 年６月 30 日） 
第 98 期第２四半期（自 平成 24 年７月１日 至 平成 24 年９月 30 日） 
第 98 期第３四半期（自 平成 24 年 10 月１日 至 平成 24 年 12 月 31 日） 
第 99 期第１四半期（自 平成 25 年４月１日 至 平成 25 年６月 30 日） 
第 99 期第２四半期（自 平成 25 年７月１日 至 平成 25 年９月 30 日） 
第 99 期第３四半期（自 平成 25 年 10 月１日 至 平成 25 年 12 月 31 日） 
第 100 期第１四半期（自 平成 26 年４月１日 至 平成 26 年６月 30 日） 
第 100 期第２四半期（自 平成 26 年７月１日 至 平成 26 年９月 30 日） 
第 100 期第３四半期（自 平成 26 年 10 月１日 至 平成 26 年 12 月 31 日） 
第 101 期第１四半期（自 平成 27 年４月１日 至 平成 27 年６月 30 日） 
第 101 期第２四半期（自 平成 27 年７月１日 至 平成 27 年９月 30 日） 
第 101 期第３四半期（自 平成 27 年 10 月１日 至 平成 27 年 12 月 31 日） 
第 102 期第１四半期（自 平成 28 年４月１日 至 平成 28 年６月 30 日） 
第 102 期第２四半期（自 平成 28 年７月１日 至 平成 28 年９月 30 日） 

 
※第 97 期（第１、第２、第３）、第 98 期（第１、第２、第３）、第 99 期（第１、第２）の四半 

期報告書に関しては縦覧期間が終了している報告書のため、後日関東財務局に提出した後、当 
社ウェブサイトにて開示いたします。 

 
決算短信 
 平成 24 年３月期（自 平成 23 年４月１日 至 平成 24 年３月 31 日） 
平成 25 年３月期（自 平成 24 年４月１日 至 平成 25 年３月 31 日） 
平成 26 年３月期（自 平成 25 年４月１日 至 平成 26 年３月 31 日） 
平成 27 年３月期（自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31 日） 
平成 28 年３月期（自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31 日） 

 
四半期決算短信 
平成 24 年３月期第１四半期（自 平成 23 年４月１日 至 平成 23 年６月 30 日） 

 平成 24 年３月期第２四半期（自 平成 23 年４月１日 至 平成 23 年９月 30 日） 
 平成 24 年３月期第３四半期（自 平成 23 年４月１日 至 平成 23 年 12 月 31 日） 
平成 25 年３月期第１四半期（自 平成 24 年４月１日 至 平成 24 年６月 30 日） 
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 平成 25 年３月期第２四半期（自 平成 24 年４月１日 至 平成 24 年９月 30 日） 
 平成 25 年３月期第３四半期（自 平成 24 年４月１日 至 平成 24 年 12 月 31 日） 
平成 26 年３月期第１四半期（自 平成 25 年４月１日 至 平成 25 年６月 30 日） 

 平成 26 年３月期第２四半期（自 平成 25 年４月１日 至 平成 25 年９月 30 日） 
 平成 26 年３月期第３四半期（自 平成 25 年４月１日 至 平成 25 年 12 月 31 日） 
平成 27 年３月期第１四半期（自 平成 26 年４月１日 至 平成 26 年６月 30 日） 

 平成 27 年３月期第２四半期（自 平成 26 年４月１日 至 平成 26 年９月 30 日） 
 平成 27 年３月期第３四半期（自 平成 26 年４月１日 至 平成 26 年 12 月 31 日） 
平成 28 年３月期第１四半期（自 平成 27 年４月１日 至 平成 27 年６月 30 日） 

 平成 28 年３月期第２四半期（自 平成 27 年４月１日 至 平成 27 年９月 30 日） 
 平成 28 年３月期第３四半期（自 平成 27 年４月１日 至 平成 27 年 12 月 31 日） 
平成 29 年３月期第１四半期（自 平成 28 年４月１日 至 平成 28 年６月 30 日） 

 平成 29 年３月期第２四半期（自 平成 28 年４月１日 至 平成 28 年９月 30 日） 
 
４．訂正による過年度業績への影響 
 今回の訂正による過年度の連結業績の影響につきましては、連結損益計算書においては、平成

23年３月期から平成29年３月期第２四半期までの親会社株主に帰属する当期純利益の累計額は

1,583百万円の増加となり、平成22年３月期以前の影響額2,967百万円を加えると利益剰余金は

4,551百万円の増加となります。純資産においては、為替換算調整勘定103百万円の減少もあり、

4,447百万円の増加となります。なお個別業績につきましては影響を及ぼすものではありません。 
  

以上 
（別紙）訂正による過年度の連結業績への影響 
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（別紙）訂正による過年度の連結業績への影響 
単位：百万円 

    訂正前 訂正後 影響額 

平成 24 年３月期 総資産 409,295 410,909 1,613 

第１四半期 純資産 71,336 73,792 2,456 

平成 24 年３月期 総資産 408,911 410,502 1,591 

第２四半期 純資産 71,551 73,936 2,384 

平成 24 年３月期 総資産 415,962 417,506 1,544 

第３四半期 純資産 66,272 68,536 2,264 

平成 24 年３月期 当期純利益 2,006 2,307 301 

通期 総資産 400,885 403,182 2,296 

  純資産 63,932 66,530 2,597 

平成 25 年３月期 総資産 428,510 430,865 2,354 

第１四半期 純資産 65,224 67,971 2,746 

平成 25 年３月期 総資産 424,409 426,571 2,162 

第２四半期 純資産 60,747 63,398 2,650 

平成 25 年３月期 総資産 431,598 433,677 2,078 

第３四半期 純資産 66,440 69,033 2,593 

平成 25 年３月期 当期純利益 △4,789 △4,575 213 

通期 総資産 421,645 424,108 2,463 

  純資産 63,297 66,404 3,107 

平成 26 年３月期 総資産 429,947 432,523 2,576 

第１四半期 純資産 68,049 71,424 3,375 

平成 26 年３月期 総資産 435,374 437,923 2,548 

第２四半期 純資産 71,156 74,694 3,538 

平成 26 年３月期 総資産 454,951 457,363 2,411 

第３四半期 純資産 77,264 80,772 3,508 

平成 26 年３月期 当期純利益 3,754 3,998 243 

通期 総資産 431,643 434,597 2,953 

  純資産 83,732 87,757 4,025 

平成 27 年３月期 総資産 434,547 437,356 2,809 

第１四半期 純資産 86,470 90,402 3,931 

平成 27 年３月期 総資産 445,938 448,641 2,703 

第２四半期 純資産 91,670 95,541 3,871 

平成 27 年３月期 総資産 470,007 472,864 2,857 

第３四半期 純資産 100,540 104,721 4,180 

平成 27 年３月期 当期純利益 10,277 10,558 281 

通期 総資産 459,293 461,889 2,596 

  純資産 104,225 109,111 4,886 

平成 28 年３月期 総資産 459,637 462,140 2,503 

第１四半期 純資産 106,308 111,179 4,871 

平成 28 年３月期 総資産 463,011 465,530 2,518 

第２四半期 純資産 104,693 109,656 4,963 

平成 28 年３月期 総資産 473,118 475,504 2,385 

第３四半期 純資産 109,638 114,500 4,862 

（注１）訂正（前・後）数値の△は損失を示しております。 

（注２）上記の訂正対象期間に加え、平成 23 年 3 月期において当期純利益が 

    220 百万円増加となります。 



5 
 

  

平成 28 年３月期 親会社株主に帰属

する当期純利益 

11,983 12,307 323 

通期     

  総資産 444,119 445,707 1,588 

  純資産 108,818 114,030 5,212 

平成 29 年３月期 総資産 437,200 438,602 1,402 

第１四半期 純資産 103,281 108,151 4,869 

平成 29 年３月期 総資産 439,061 440,266 1,205 

第２四半期 純資産 117,091 121,538 4,447 

（注１）訂正（前・後）数値の△は損失を示しております。 

（注２）上記の訂正対象期間に加え、平成 23 年 3 月期において当期純利益が 

    220 百万円増加となります。 

 


